































































































































熱意・意欲 行動力・実行力 協調性 問題解決能力
2010年 2008年 2010年 2008年 2010年 2008年 2010年 2008年
大学卒 70.3 77.2 50.5 49.5 40.1 43.4 21.7 18.1
大学院卒 67.7 70.5 46.4 45.3 34.4 38.2 20.3 18.9











































































































質問項目 40代以上 30代 20代
Ａ ) 自ら考え、行動することができる Ａに近い－56.0％ Ａに近い－31.7％ Ａに近い－6.9％
Ｂ ) 指示されたことだけをやっている Ｂに近い－9.9％ Ｂに近い－16.8％ Ｂに近い－56.0％
Ａ ) 失敗や困難があってもやり遂げようとする意思が強いか Ａに近い－62.4％ Ａに近い－36.0％ Ａに近い－8.8％
Ｂ ) 失敗したり困難な仕事に直面すると自信を失ってしまうか Ｂに近い－5.5％ Ｂに近い－12.5％ Ｂに近い－43.8％
Ａ ) 仕事におけるコミュニケーション能力にたけているか Ａに近い－55.9％ Ａに近い－37.6％ Ａに近い－12.8％
Ｂ ) 職場においてコミュニケーションをうまく図れない Ｂに近い－5.2％ Ｂに近い－8.5％ Ｂに近い－37.1％
Ａ ) 組織が求める役割を果たそうとする意識が強いか Ａに近い－56.7％ Ａに近い－34.2％ Ａに近い－17.2％
Ｂ ) 自分の取り組みたい仕事へのこだわりが強いか Ｂに近い－10.0％ Ｂに近い－13.3％ Ｂに近い－31.8％
Ａ ) 会社内の業務に取り組む中で自らのキャリアが高まると考える Ａに近い－47.3％ Ａに近い－25.6％ Ａに近い－14.5％













































































































































　このような傾向については、「職場に “ 寄らば大樹 ” 的な期待を持つ傾向が退潮し、自らの
技能や能力、あるいは業種への適性に関心がもたれる時代へ変化してきた」と見ることもでき
る（日本生産性本部他2011　p.20）。しかし、新入社員が仕事や企業を捉える時間的な視点に
図表12 企業が重視する人材
出所：労働政策研究・研修機構　2011　p. 5
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注目すると、彼らが就職する企業を選ぶ際に、将来的な視点、すなわち長期的な視点を考慮し
ていない傾向が強まっているのではないかという見方ができるのである。その一方で、最近上
位にある回答に共通しているのは、仕事の面白さや自分の希望する仕事であるかどうかなど、
自分自身に関連する事柄が強く意識されているものであり、彼らが求めているものが企業から
与えられるかどうかという点に関心が高いように見える。誤解を恐れずに表現すれば、彼らは
会社や仕事と自分との「現時点」での相性を強く意識しており、企業との関係を短期的な視点
で捉えようとしているといえるのである。
　このような視点で、働く目的についても、改めて見直してみると、以下のように捉えること
ができるのではないか。先に挙げたものと繰り返しになるが、働く目的については、「働くこ
との意識」では「楽しい仕事をする」が最も上位であり、次いで「経済的に豊かになる」であ
り、その一方、「自分の能力を試す生き方をしたい」とする回答は減少傾向にある。日本能率
協会の調査でも、「自分自身の人間性を成長させること」は最も上位であるが、やや減少傾向
であり、「仕事を通じて自分の能力や可能性を試してみること」とする回答はその割合も多く
なく、減少している。それに対して「仕事を通じて多くの人々と人間的なふれあいや対話をも
つこと」や「仕事を通じて社会に貢献すること」は共に増加傾向にあり、「仕事を通じてやり
がい・充実感が得られること」はこの５年間では増減を示しているが、安定して上位となって
いる。
　ここでも、企業選びの基準の際にも指摘した点と同じ傾向が見られる。上位にある多くの回
答に共通してみられるのは、働く目的が達成できているかどうかを、短期的な視点で、判断す
ることができる項目が多い。それに対して、長期的な視点でなければ、その目的の達成度合い
を判断することが難しい項目（人間性の成長や自分の可能性を試すなど）が、減少傾向を示し
ているのである。
　以上のように、企業は、新卒採用者を長期的な時間軸で捉え、企業が求める能力を徐々に育
成していく傾向が高まっている。それにもかかわらず、新入社員は、仕事を短期的な視点で捉
える傾向が強まり、自分と仕事との関わりを短い時間で評価することに関心が高まっているよ
うにみることができる。仕事を捉える時間の長さが異なっていれば、両者のお互いに対する印
象が異なることは当然である。例えば、企業が一定の間隔で配置転換を行うことは、長期的な
視点での人材育成にとっては必要なことである。しかし、短期的な視点で仕事の成果を評価
しようとする若手社員にとっては、慣れた職場から新たな未経験の職場への転換は仕事のパ
フォーマンスの低下を引き起こす可能性があり、彼らにとってはプラスとして受け取ることが
できず、企業や仕事に対する印象を悪くしてしまう一因になるかもしれない。このような例は、
他にも多数存在しているのではないだろうか。
　また、最近の厳しい就職状況から、新入社員は仕事に対して高い関心や忠誠を示している。
しかし、両者の求めているものがそもそもかみ合っていなければ、高い意識や関心が高いこと
が、却って企業との溝を深めてしまう結果につながるかもしれないのである。
竹中：新入社員の就職意識と企業が社員に期待するものの違いについて
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５．企業と個人の関係を総合的に考える必要性　～おわりにかえて～
　企業と新入社員、お互いが相手を捉える時間の長さの違いに、両者の関係をぎくしゃくさせ
る根本的な原因があるのではないか。本論文が指摘したいことはこの点にある。そして、この
ような状況が生み出された背景には、いくつかの要因が絡み合っているように思えるのである。
　その要因の１つめは、企業の人事制度の変化である。いわゆる日本的経営の特徴であった終
身雇用・年功主義から、成果主義・能力主義への転換がクローズアップされ、すでに、そのよ
うな変化は一般的に企業内に定着した印象がある。
　２つめは、企業が求める人材像である。日本を取りまく厳しい経済環境の中、核となって企
業を担っていくことができる人材が決められており、その育成の必要性を感じていることは、
本論文で指摘した通りである。
　３つめは、実際の就職活動の状況にある。厳しい経済状況のなかで、就職活動を行う学生は、
その現状を肌で感じることになる。就職活動は長期化し、その間、学生は過大な労力を要求さ
れることになる。しかも、必ずしも第一希望の企業の就職できるとは限らない傾向も高まって
いるのである。
　１つめの要因からは、一般的には、企業と個人との関係が、長期的な関係から短期的な関係
に変化してきている状況を示している。その一方で、２つめの要因からは、企業は新卒採用者
に長期的な視点でかかわることの必要性を見いだしてきたことが分かる。さらに３つめの要因
からは、学生の仕事や企業に対する複雑な思いが生み出される状況を見て取ることができる。
長期間の就職活動により、否応なしに仕事への関心が高まる一方で、長期的な雇用が必ずしも
保証されていないという一般的な状況からは、仕事を失うことへの不安と、その対応としてよ
り早く企業や仕事に適応することを目指そうとする状況である。
　企業が長期的な視点で人材育成を捉えている状況と、長期的な雇用が約束されていないとい
う、現在の一般的な企業での雇用関係のイメージとは矛盾しているように受け取られることに
なるのではないか。それどころか、厳しい就職活動を経験してきた新入社員にとっては、自ら
の評価を高めるためにすぐに成果を出すことに強い関心が向くことは無理からぬことである。
逆に言えば、新入社員等の若手社員に、リーダーシップ能力やより高度な問題解決能力などを
求めたとしても、彼らが、自分たちと企業との間に長期的な関係があることが前提となってい
るというイメージが持てなければ、この論文で指摘したような、実際に企業が求めている能力
に対して、強い関心を持つことはできないのではないだろうか。
　さらに、現実に企業が長期的な視点で人材を捉えようとしていることが事実であるとすれ
ば、そのことを新規学卒者に伝えきれていないことは企業にとって大きな課題である。また、
彼らに就職等に関する情報を提供する役割を担っている大学等の教育機関にとっても、同様の
課題を抱えているとも言えるかもしれないのである。
　いずれにせよ、企業と新卒採用者との間にある、仕事を捉える時間の意識の違いは、様々な
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問題に派生する。そして、この違いは、先に述べたような個々人の熱意や意欲の欠如から生じ
るのではない。さらには、個々人の仕事を遂行する能力の高低とも、必ずしも結びつくもので
はないと思われる。この問題は、仕事との関わり方をどのような時間の長さで考えることがで
きるかという、意識の問題であり、その意識がいかに形成されていくのかという点にポイント
がある。すなわち、企業と新入社員との間に、仕事を捉える同じ時間的な意識が共有されるこ
とが重要となるのである。そしてこのような意識の形成は、先に挙げたように、社会や企業を
取りまく様々な要因が相互に作用しあい形成されるものである。
　ここで指摘したような、仕事に対する企業と個人の意識の違いを解消するためには、両者の
考え方を互いに理解することが重要である。そのためには、今後の企業や社会にとって必要な
人材とは何か、またその人材をいかに育成していくのかという、明確なビジョンが、社会全体
に求められるのであろう。そして、ビジョンの作成の際には、企業や教育機関からの視点だけ
ではなく、学生や若手従業員など、個人の視点や意識を考慮することによって、真に社会全体
で共有できるものをつくりだすことができるのではないだろうか。
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